
 

６月議会報告 
６月９日～２３日 

 

副
議
長
辞
職
勧
告
決
議
は
賛
成
少
数
で
否
決 

綱
紀
粛
正
に
関
す
る
決
議
は
賛
成
多
数
で
可
決 

 

日
本
共
産
党
市
議
団
は
両
案
に
賛
成 

今議会では国の補正予算に伴うも

のを中心に、約９億円の一般会計・特

別会計補正予算案が出されました。日

本共産党は１回限りのばらまきであ

る国の補正予算には反対ですが、市の

補正予算には賛成しました 

に
し
、
標
準
冊
数
に
達
し
て
い
て
も

内
容
を
充
実
さ
せ
る
よ
う
に
す
べ

き
」
市
答
弁
「
標
準
冊
数
を
ク
リ
ア

し
、
質
の
充
実
を
図
っ
て
い
く
」 

●
牛
乳
保
冷
庫 

津
田
小
学
校

１９
万
５
千
円 

●
神
宮
川
浚
渫 

１
０
０
０
万
円 

 
 
 
 
 

大
畑
美
紀
議
員 

新
は
つ
か
い
ち 
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今津俊昭議員に対する副議長辞任勧告決議（案） 
私たち議員は、12 万廿日市市民の信託を受けた市民の代表であり、その

職責の重さを十分自覚するとともに、高い倫理観と見識を持ち、法令遵守の

もと、議員活動に努めなくてはならない。 
このたび、3月に執行された廿日市市議会銀選挙において、今津俊昭副議

長が公職選挙法違反の疑いで逮捕されるという事実は、廿日市市議会の品位

と名誉を失墜させるものであり、市民に対する信頼を大きく損なうものであ

る。 
議員の身分に関する決議は軽々に扱われるべきではない。まして本人が違

法性を否認している現在、議会としても対応は慎重を期すべきである。 
しかし、刻々と時が流れ行く中、議会活動は多忙を極めている。その中に

あって当然のことではあるが副議長の職務は遂行されない状態が続く。円滑

な議会運営を考えると大きな問題であり、早急な対応が必要である。 
 今、廿日市市民、そして宮島を知る多くの人々が我が廿日市市議会の対応

を注視している中で、廿日市市議会が市民の信頼に応える議会であり続ける

ためにも今津俊昭議員は公人として、自らその責任を重く受け止め、けじめ

をつけるべく、市議会副議長の職を辞するよう勧告するものである。      

 以上決議する 
平成 21年 6月 9日       広島県廿日市市議会 

 

綱紀粛正に関する決議 

新生廿日市市のまちづくりを担う廿日市市議会議員選挙が、合併後初の全

市一選挙区で先に執行された。その選挙において、当市議会副議長が公職選

挙法違反の疑いで逮捕されるに至った。 
このことにより、市民の代表である市議会の信頼を損なうところとなった

ことは、まことに遺憾であり、市民各位に対して深くお詫びするとともに、

今後は一層の議会改革を推進し、議会が一丸となって自浄努力を行い信頼回

復に努めることを確認する。 
以上決議する。 

平成 21年 6月 9日       広島県廿日市市議会 

●
旧
岩
倉
ロ
ッ
ジ
解
体 

 

設
計
・
工
事
費 

５
１
５
７
万
２
千
円 

建
物
（
昭
和
41
年
建
築
）
を
購
入
し
て
営
業
し
て
い
た
癒

心
館
が
、
昨
年
廃
業
し
、
建
物
は
市
に
無
償
譲
渡
さ
れ
て
い

ま
し
た
。
老
朽
化
し
て
お
り
、
市
は
解
体
方
針
を
示
し
て
い

ま
し
た
。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

今
回
、
国
の
経
済
対
策
に
よ
り
財
源
が
確
保
で
き
た
た

め
、
補
正
予
算
で
解
体
工
事
を
行
い
ま
す
。
時
期
は
未
定
。 

大
畑
議
員
は
「
閉
鎖
さ
れ
た
こ
と
で
地
元
の
落
胆
が
大
き

い
。
今
後
の
活
用
に
つ
い
て
住
民
の
意
見
を
聞
い
て
ほ
し

い
。
」
と
求
め
ま
し
た
。「
地
区
一
帯
の
整
備
に
つ
い
て
地
元

の
方
々
の
意
見
を
聞
く
機
会
を
設
け
た
い
」
と
の
答
弁
で
し

た
。
今
年
度
、
２
０
０
万
円
の
調
査
委
託
料
が
計
上
さ
れ
て

い
ま
す
。 

●
旧
吉
和
中
学
校
解
体 

設
計
・
工
事
費
４
２
９
０
万
円 

吉
和
小
中
一
貫
校
開
校
に
伴
い
、
使
わ
れ
な
く
な
っ
た
旧

校
舎
を
解
体
し
ま
す
。 

●
ス
パ
羅
漢
空
調
設
備
改
修 

 
 
 

２
１
０
０
万
円 

●
過
疎
地
域
・
辺
地
実
態
調
査 

 

１
５
７
万
５
千
円 

 
 

吉
和
・
宮
島
地
域
、
後
畑
・
上
川
上
・
助
藤
・
大
虫
・
飯

山
・
市
野
等
の
実
態
調
査
で
す
。 

補
正
予
算 

 
 

主
な
も
の 

 ●
小
・
中
学
校
校
務
用
パ
ソ
コ
ン
購
入 

 

４
９
２
８
万
円 

大
畑
議
員
質
問
「
一
括
契
約
で
な
く
、
地
元
電

器
店
が
参
加
で
き
る
よ
う
地
域
ご
と
の
入
札
な

ど
工
夫
で
き
な
い
か
」
市
答
弁
「
今
回
は
一
括
入

札
を
考
え
て
い
る
」 

●
小
・
中
学
校
図
書
購
入
費
追
加 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

２
６
１
２
万
３
千
円 

大
畑
議
員
質
問
「
手
作
業
の
管
理
で
は
公
表
と

実
際
の
冊
数
に
大
き
な
誤
差
が
出
て
い
る
と
こ

ろ
も
あ
る
。
パ
ソ
コ
ン
で
蔵
書
管
理
で
き
る
よ
う

公職選挙法違反の疑いで今津副議長が逮捕されたことに関し、議会

初日、二つの決議案が議員発議で提案されました。 
「今津俊昭議員に対する議長辞職勧告決議案」（提案者 堀田憲幸

議員）は賛成少数（賛成１１…日本共産党市議団・公明党・新政クラ

ブ・廿日市クラブ・市民クラブ 反対１７）で否決され、「綱紀粛正

に関する決議案」（提案者小泉敏信議員）は賛成多数（賛成１９ 反

対９）で可決されました。党市議団は、「綱紀粛正では厳しさが足り

ないが、辞職勧告の方が否決されたので次善の策として賛成する。し

かしこれで終わらせるのでなく、さらに事実が明らかになれば、改め

て議会の態度を表明すべきである。」と討論を行いました 
 



 

大
畑 

不
況
の
中
、
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
及
び
定
住
対
策
と
し

て
、
公
営
住
宅
の
拡
充
が
必
要
で
あ
る
。
住
宅
整
備
計
画
で
は
、

需
要
に
比
べ
、
建
て
替
え
や
総
戸
数
な
ど
の
計
画
戸
数
が
不
足
し

て
い
る
。
低
所
得
者
に
対
し
て
は
も
ち
ろ
ん
、
中
堅
所
得
者
向
け

の
特
定
賃
貸
住
宅
や
甲
種
住
宅
の
増
も
必
要
で
あ
る
。
建
て
替
え

も
現
計
画
で
は
不
十
分
で
あ
る
。
計
画
戸
数
の
見
直
し
を
。 

ま
た
、
国
の
雇
用
促
進
住
宅
廃
止
の
方
針
に
対
し
、
方
針
撤
回
、

あ
る
い
は
、
市
へ
の
無
償
譲
渡
を
求
め
る
べ
き
で
は
な
い
か
。 

 答
弁 

原
田
建
設
部
長
「
真
に
住
宅
に
困
窮
す
る
世
帯
」
に
対
し
、

供
給
目
標
戸
数
は
充
足
し
て
い
る
。
特
別
会
計
の
限
ら
れ
た
財
源

で
は
、
計
画
の
あ
る
２
団
地
（
金
剛
寺
・
新
宮
原
）
以
外
の
建
替

え
は
困
難
で
あ
る
。
計
画
の
見
直
し
は
計
画
の
中
間
年
の
平
成
２２

年
に
検
討
す
る
。 

 
 

国
は
、
厳
し
い
雇
用
情
勢
が
続
く
中
、
廃
止
決
定
し
た
住
宅
も
、

緊
急
対
策
で
、
平
成
２１
年
以
降
３
年
間
は
活
用
継
続
す
る
。 

大畑 「農地法の一部改正案」は耕作者主義を放棄し、外資

系を含む一般企業などにも農地の賃借を認め、また、賃貸

権の期間拡大（20年→50年）や標準小作料の廃止など、
企業の農業参入に道を開く。企業は利益が出なければ撤退

し、その結果国土が荒廃する恐れがある。家族経営中心の

日本農業の根幹を崩壊させる、自給率向上にもつながらな

い、まさに改悪である。（質問後、6月 17日に参院で自・
公・民の賛成で成立） 

① 改定案について市の見解を問う。改定案が成立した場合 
本市農業への影響は。国に対し 
法案の撤回を求める考えは。 

② 廿日市市水田農業ビジョンを 
見直し、強制的な減反は 
中止すべきだがどうか。 

③ 農業委員会の体制強化を。 
 
答弁 眞野市長 ①農地法の改正は、農地の有効利用促進を

目的に農地の権利移動の許可基準の見直し等を図ったう

えで遊休農地の利用促進、農地利用集積事業創設などを行

う。本市では、農業活力再生、農地利用促進、農業生産量

増加につながるよう活用していかなければならない。法改

正で懸念される農地の不適切利用への対応策も検討され

ており、地域との調和に配慮し、制度運用する。 
② 国で農政の基本指針「食料・農業・農村基本計画」の変

更が検討されている。国レベルでの米の需給と価格安定の

政策は必要と考えるが、国の動向を踏まえ、ビジョンの見

直しなど検討を行う。 
④ 農業委員２２名、事務局４名 
の職員と支所の４名の兼任職員 
に加え、今年度農林水産課の４ 
名を新たに兼任職員とし、体制 
強化を図った。 

大
畑 

①
昨
年
か
ら
始
ま
っ
た
特
定
健
康
診
査
・
特
定
保
健
指
導
は
市
民

か
ら
多
く
の
不
満
が
出
て
い
る
よ
う
に
、
予
防
医
療
と
し
て
、
真
に
市

民
の
健
康
増
進
に
寄
与
す
る
も
の
か
、
疑
問
で
あ
る
。 

●
被
用
者
保
険
の
被
扶
養
者
の
受
診
が
し
に
く
く
な
っ
た 

●
検
査
項

目
が
大
幅
に
減
ら
さ
れ
た 

●
健
診
、
保
健
指
導
の
料
金
負
担
が
重
く

な
っ
た 

等
に
つ
い
て
改
善
を
求
め
る
が
ど
う
か
。 

②
集
団
健
診
に
骨
密
度
測
定
を
導
入
す
べ
き
だ
が
ど
う
か
。 

③
高
齢
者
の
医
療
費
の
窓
口
負
担
が
生
活
を
圧
迫
し
て
い
る
。
無
料
に

戻
す
べ
き
だ
が
ど
う
か
。 

④
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
に
関
し
て
、
無
保
険
者
や
、
資
格
証
明
書
所

持
者
が
受
診
抑
制
し
な
い
対
策
を
。 

 答
弁 

川
本
副
市
長
①
被
用
者
保
険
の
被
扶
養
者
に
つ
い
て
は
「
検
診
の 

 
 
 
 
 

し
お
り
」
で
、
直
接
、
所
属
す
る
医
療
保
険
者
へ
確
認
さ
れ
る
よ
う
案

内
し
て
い
る
。
ま
た
、
集
団
検
診
と
の
同
時
実
施
は
、
今
年
度
は
健
診

委
託
事
業
者
と
の
調
整
が
つ
か
な
か
っ
た
が
、
来
年
度
に
向
け
て
調
整

を
行
う
。
検
査
項
目
改
善
の
必
要
性
を
感
じ
て
お
り
、
制
度
全
体
の
問

題
点
と
し
て
県
へ
報
告
し
、
市
長
会
を
通
じ
て
、
国
へ
も
再
検
討
を
要

望
し
て
い
き
た
い
。
利
用
者
の
費
用
負
担
は
お
願
い
す
る
か
も
し
れ
な

い
が
、
市
独
自
の
施
策
を
検
討
し
て
い
き
た
い
。 

②
当
面
は
、
健
康
教
育
や
健
康
教
室
で
の
測
定
を
続
け
、
将
来
的
に
は

他
の
検
診
と
併
せ
て
実
施
で
き
る
体
制
を
整
え
た
い
。 

③
制
度
維
持
の
た
め
、
負
担
能
力
に
応
じ
て
負
担
す
る
も
の
で
、
高
齢

者
の
医
療
制
度
の
安
定
・
強
化
に
努
め
て
き
た
結
果
と
捉
え
て
い
る
。 

④
厚
労
省
か
ら
、
資
格
証
明
書
を
通
常
の
被
保
険
者
証
と
み
な
し
て
取

り
扱
う
と
の
通
知
が
出
さ
れ
て
い
る
。 

農地法改正は  

田畑の荒廃をもたらす 

 

 

健
診
制
度
の
改
善
を 

公
営
住
宅
の
戸
数
増
を 

＊
公
共
住
宅
‥
‥
入
居
希
望
者
は
増
え
て
い
る
の
に
国
は
住
宅
建
設
を
民
間
任

せ
に
す
る
路
線
を
拡
大
し
て
い
ま
す
。
日
本
共
産
党
は
、
公
共
住
宅
の
新
規
建

設
と
と
も
に
、
入
居
基
準
を
引
き
上
げ
、
平
均
的
な
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
が
入
居
で

き
る
よ
う
改
善
す
る
こ
と
な
ど
を
求
め
て
い
ま
す
。 

 

 

 

大 畑 美 紀
議員の 

一般質問 


